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して，児童に対して性的いたずらを行うことと児童ポルノを所持すること
との関係については，すでにいくつかの調査研究が行われているのである
が，この点でも結論は一致しておらず，以下で触れるように，両者の間に
は関係があるとするものもあれば， 逆に， 関係はないとするものもあ
る136）。
㈠　両者の間には関係があるとする調査研究
　まず，Andres E. Hernandez が行った調査研究がある。本研究は，ノー
スカロライナ州 Butner の連邦矯正施設（警戒レベルは中程度）に収容さ
れ， 自発的に性犯罪者処遇プログラム（Sex Offender Treatment Pro-
gram）に参加した90人の男子受刑者を対象として，児童に対する性的虐
待や強姦のような接触型の犯罪や児童ポルノ所持のような非接触型の犯罪
に関与した者の出現率を調査したものである。90人のうち，79％は白人
で，年齢は23歳から66歳までとなっている。そして，これらの者を，児童
に対して性的いたずらや性的虐待を行う「接触型の性犯罪者（Contact 
Sex Offender）」24人と，児童ポルノの製造や所持の他，児童に対する誘
惑行為や児童との間で性的関係を持つために州を跨いだ移動行為までをも
136）　両者の関係に関するいくつかの調査研究を一覧表にしたものとして，
Weissler, supra note 1, at 1530 & APPENDIX A. Research Summary 参照。また，
United States Sentencing Commission, 2012 Report to the Congress: Federal Child 
Pornography Offenses, pp. 171─174, http://www.ussc.gov/research/congressional-
reports/2012-report-congress-federal-child-pornography-offenses（同） や Seto, 
Michael C., R. Karl Hanson, and Kelly M. Babchishin, “Contact Sexual Offending 
by Men with Online Sexual Offenses,” Sexual Abuse: A Journal of Research and 
Treatment, Vol. 23, 2011, p. 124以下参照。なお，Beech, supra note 2, at 222によ
れば，それまではインターネットを通して児童ポルノを閲覧するなどの形で児
童に対する性的搾取等の犯罪を行っていた者が，実際に接触型の犯罪を行うよ
うになるというような行動上の変化は「乗り換え（cross-over）」と呼ばれてい
るということであるが，こうした議論が行われていることを考えてみても，児
童に対する性的いたずらと児童ポルノ所持との関係に関する議論は意味を持っ
ていると思われる。
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行う非接触型の「児童ポルノ・移動型犯罪者（Child Pornographer/Trav-
eler）」62人，「それ以外の者」 ₄ 人という ₃ つのグループに分けた上で，
各対象者の判決前調査報告書（Presentence Investigation Report: PSI）等
の記載内容を調査する形で実施されている137）。2000年に公表された調査
結果によると，非接触型の犯罪によって有罪とされた者のうち76％が過去
に接触型の犯罪を行っていたことが判明したということである。そして，
インターネットを通して児童ポルノを所持する者と児童に対して性的いた
ずらを行う者との間には似たような行動上の性格が認められることから，
前者には特有の性的逸脱のパターンがあるものの，児童に対する性的いた
ずらを行う者として同様の危険性を有していることが認められるなどとし
て，両者の間には関係がある138）とされた。
　ただし，本研究に対しては，① PSI から得られたデータ等のみを対象と
している，②調査対象者との面談も行われていない，③ Butner の施設に
収容されている者のみが調査対象となっており，これは児童ポルノを所持
する者のごく一部を構成するに過ぎない139）などの問題点や限界が指摘さ
れている。
　次に，Janis Wolak らが2005年に公表した調査研究がある。本研究は，
まず，2,574の郡及び州等の法執行機関を対象として，2000年 ₇ 月 ₁ 日か
ら2001年 ₆ 月30日までの間にインターネットに関連した児童ポルノ事案を
立件したことがあるかどうかをメールを通して確認し，その後，事案の内
容に関して聞き取り調査を行うという形で行われたものである。調査対象
137）　Hernandez, Andres E., Self-Reported Contact Sexual Offenses by Participants in 
the Federal Bureau of Prisonsʼ Sex Offender Treatment Program: Implications for 
Internet Sex Of fenders, 2000, pp. 2─3, http://www.ovsom.texas.gov/docs/Self-
Reported-Contact-Sexual-Offenses-Hernandez-et-al-2000.pdf（同）.
138）　Ibid. at 6; Jones, supra note 10, at 109.
139）　Ibid. at 109─110. 一方，本研究の結果がどのように報道・評価・引用され，
捜査機関や立法関係者，司法関係者等にどのような影響を与えているのかにつ
いては，Hamilton, supra note 1, at 1698─1703 に詳しい。
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となった犯罪者は1,713人であり，白人が91％を占めている。年齢は15歳
から70歳までに亘るが，26歳以上の者が86％と多数を占めている140）。本
研究では，同一の捜査過程において，児童に対して性的被害を与える行為
と児童ポルノ所持が確認された者を「二重犯罪者（dual offenders）」と定
義した上で，①児童ポルノ所持に関連していた者のうち，40％の者が児童
に対して性的被害を与えていたことが判明しており，二重犯罪者に該当す
る，さらに，②15％の者が児童に対して性的いたずらをしようとして誘惑
行為をしていたことが判明していることから，この数字を加えると，合計
55％の者が二重犯罪者に該当する141）としている。
　しかし，本研究にも担当者ら自身によって限界が指摘されている。すな
わち，①基になった統計・データは法執行機関から得られたものであるた
め，すでに若干のバイアスがかかっている可能性があるということ，ま
た，②こうしたデータは，インターネットを通して児童ポルノを所持して
いたことによって逮捕された者に関するものであるため，逮捕されるまで
には至っていない，それ以外の児童ポルノ犯罪者を代表させることはでき
ないし，インターネットを利用せずに性犯罪を行っている者にまで敷衍す
ることもできないということ142）である。
　また，Michael C. Seto らが行った調査研究がある。本研究は，児童ポ
ルノに関連する犯罪というのは小児性愛の有効な徴候となるかどうかを調
査することを目的としたものである。そして，カナダのトロントにある性
犯罪者を専門とした医療機関に収容され，処遇プログラムを受けている
685人の男子を対象としている。79.1％が白人で，平均年齢は36.8歳であ
る。 また， 児童ポルノ等に関連した何らかの性犯罪の前科を有してい
140）　Wolak, Janis, David Finkelhor, and Kimberly J. Mitchell, Child-Pornography 
Possessors Arrested in Internet-Related Crimes: Findings from the National Juvenile 
Online Victimization Study, National Center for Missing & Exploited Children, 
2005, p. xi and pp. 1─2.
141）　Ibid. at 16.
142）　Ibid. at 31.
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る143）。その結果，児童ポルノ犯罪者は他の児童に関連した犯罪者よりも
小児性愛者になりやすい，換言すれば，児童ポルノに関する犯罪というの
は，他の児童に対する犯罪よりも小児性愛者としての傾向を遥かに強く示
すものである144）ということが報告されている。
　しかし，本研究に対しても，調査対象者は当該医療機関に収容されてい
る者のみであり，これをすべての児童ポルノ犯罪者にまで広げることはで
きない145）といった問題点が指摘されている。また，担当者の一人が2007
年に公刊した『小児性愛と児童に対する性犯罪：理論及び評価，介入（Pe-
dophilia and Sexual Offending Against Children: Theory, Assessment, and 
Intervention）』の中では，本研究をさらに敷衍するためには，本研究が採
用した調査方法の正当性を判断するためのより多くの調査研究が必要であ
る146）旨が示されている。他にも，本研究が採用している小児性愛者の定
義や内容が公的に採用されている小児性愛者のそれとは完全には一致して
いない147）といったことも指摘されている。
　最後に，Michael L. Bourke らが行った調査研究がある。本研究は，以
前，Hernandez が行った調査研究（前述参照）に続くものであり，ノー
スカロライナ州 Butner の施設に収容されている受刑者を対象として，児
童ポルノ犯罪者というのは，直接的な性犯罪（hands-on sexual offenses）
に従事する危険性の少ない，単に児童ポルノを収集しているだけの者なの
143）　Seto, Michael C., James M. Cantor, and Ray Blanchard, “Child Pornography 
Offenses are a Valid Diagnostic Indicator of Pedophilia,” Journal of Abnormal Psy-
chology, Vol. 115, 2006, p. 611.
144）　Ibid. at 613.
145）　Jones, supra note 10, at 114─115. 他 に，Hamilton, supra note 1, at 1712─1714 
も参照。
146）　See Seto, Michael C., Pedophilia and Sexual Offending Against Children: Theory, 
Assessment, and Intervention, Washington, DC: American Psychological Associa-
tion, 2016 (third printing), pp. 42─45 and pp. 54─67; Weissler, supra note 1, at 1511.
147）　Ibid.; Hamilton, supra note 1, at 1713─1714. 一方，本研究の結果が司法関係者
の間で利用されていることについて Ibid. at 1711─1712 参照。
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かといったことを調査することを目的としたものである。調査手法は前回
のものとほぼ同じであるが，対象者は拡大し，18ヶ月に亘る性犯罪者特別
処遇プログラム（sex offender-specific treatment program）に自主的に参
加した，インターネットを通した児童ポルノ犯罪で有罪とされた155人の
受刑者である。そのうち，95％が白人で，年齢は21歳から71歳までとなっ
ている148）。そして，これまでは，児童ポルノ犯罪者というのは画像の方
にのみ強い関心を持っており，児童に対する性的虐待は行わない傾向があ
るというように繰り返し主張されてきたが，本研究では，参加者から直接
的な性犯罪を行ったことがあると大量に報告されており，これまでの認識
とは大きく異なる結果が判明した149）とされている。具体的には，①児童
ポルノ犯罪者の85％が少なくとも一度は児童に対する不適切な身体的接触
から強姦に至るまで種々の性的虐待行為を行っていた150），また，②参加
者の大部分が，インターネットを通して児童ポルノを収集するようになる
前に児童に対する直接的な性的虐待を行っていたことを認めている，そこ
で，児童ポルノ所持の犯罪者というのは，ほぼ全員が児童に対する性的虐
待等を行っており，ただ，それが発覚していないだけである151）というの
である。こうした結果をみると，児童に対して性的いたずらや虐待を行う
者は児童ポルノを収集する傾向があることが示されている152）ということ
ができよう。
　本研究（及び以前の2000年の研究も含めて）に対しても，①調査対象と
なったのは自発的にこの処遇プログラム及び本研究に参加した者であり，
その結果を，こうした処遇プログラムに参加することを拒否した者にまで
148）　Bourke, supra note 2, at 183 and 185.
149）　Ibid. at 188. なお，Scheff, supra note 5, at 652参照。
150）　Bourke, supra note 2, at 186 and 187; Westenberg, supra note 22, at 347─348.
151）　Bourke, supra note 2, at 188 and 189.
152）　Weissler, supra note 1, at 1508. もっとも，Bourke, supra note 2, at 189は，こ
のことは，児童ポルノの閲覧と接触型の性犯罪との間に関係がないことを意味
しているとは思われないが，一方で，両者の間の媒介になっていると考えられ
るような関係があるとまで言い切ることは時期尚早であるとも指摘する。
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敷衍することができるかどうかは不明である，②適切な比較対象グループ
を利用した上での調査研究ではない，③本研究で使用された質問票が公表
されていないため，結果に対する信頼性を評価することができない153）と
いった問題点が指摘されている。加えて，後日，本研究の担当者自らが，
他の調査研究等では，児童ポルノ犯罪者の大部分が実際に接触型の性犯罪
を行っており，危険な犯罪者であるというようにバイアスをかけて本調査
結果を解釈し，特定の方向に向けられた結論を導き出すために誤って結果
が引用されているとし，また，更なる経験的な検討が必要であるとして，
本調査結果がすべての児童ポルノ犯罪者にまで敷衍されることに疑問を提
起している154）ことにも注意する必要があろう。
　また，カナダで行われた，16歳未満の児童に対する直接型の性犯罪で有
罪判決を受けた341人の犯罪者（18歳から78歳まで， 平均年齢は39.6歳）
を対象とした研究では，児童ポルノを頻繁に閲覧するなど児童ポルノとの
接触が多いことは性犯罪の再犯の割合と大きく関係していることが判明し
た155）と報告されている。他にも，児童ポルノを閲覧している者の80％，
インターネットを通して児童ポルノを所持していたとして逮捕された者の
153）　Weissler, supra note 1, at 1508─1509; Hamilton, supra note 1, at 1703─1710; 
Bourke, supra note 2, at 185, 189 and 190; Scheff, supra note 5, at 628─630; Piseg-
na, supra note 10, at 305─306. 他に，本研究の評価に関して紹介するものとして，
Anderson, Matt, Controversial New Study Strongly Links Child Porn Use and Child 
Abuse, Family Voice Australia, Dec. 11, 2009, http://www.fava.org.au/news/news-
article/6（同）参照。
154）　Hernandez, Andres E., Psychological and Behavioral Characteristics of Child 
Pornography Offenders in Treatment, The Injury Prevention Research Center, The 
University of North Carolina, 2009, pp. 4─5, pp. 10─11 and p. 16, http://cdn.ca9.
uscourts.gov/datastore/library/2013/02/26/Apodaca_psychological.pdf（同）; 
Jones, supra note 10, at 132.
155）　Kingston, Drew A, Paul Fedoroff, Philip Firestone, Susan Curry, and John M. 
Bradford, “Pornography Use and Sexual Aggression: The Impact of Frequency 
and Type of Pornography Use on Recidivism among Sexual Offenders,” Aggres-
sive Behavior, Vol. 34, 2008, pp. 343─344 and pp. 348─350.
比較法雑誌第51巻第 ₁ 号（2017）
136
76％が児童に対して性的いたずらをしていたことが判明したとする調査研
究がある156）。
　なお，ある調査報告によると，男児を被写体とした性愛媒体（boy erot-
ica）157）を閲覧することによって，現実に性的な行為を行おうとする意欲
が増加することはなく， むしろ， 関心は薄れたと報告する被験者がい
た158）とされる。こうした調査結果を敷衍したならば，むしろ，児童に対
する性的いたずらは減少することになり，児童ポルノに対する捜索及び押
収にはつながらないことになると考えられるが，両者の間には関係がある
ことを認める立場であるということはできよう。
㈡　両者の間には関係がないとする調査研究
　まず，Andreas Frei らが行った調査研究がある。本研究は，インターネ
ットを利用して児童ポルノを収集・所持する者と，児童に対する性的いた
ずらのような「接触型の犯罪」を行う者との間に共通の特徴があるかどう
156）　See Hall, Ryan C. W. and Richard C. W. Hall, “A Profile of Pedophilia: Defini-
tion, Characteristics of Offenders, Recidivism, Treatment Outcomes, and Foren-
sic Issues,” Mayo Clinic Proceedings, Vol. 82, 2007, p. 460; Kim, supra note 5, at 1.
157）　Leary, Mary G., “Death to Child Erotica: How Mislabeling the Evidence Can 
Risk Inaccuracy in the Courtroom,” Cardozo Journal of Law & Gender, Vol. 16, 
2009, pp. 1─2, p. 8 and p. 40は，合衆国の司法の分野において「(child) erotica」
という語法が見られるようになったのは，United States v. Driscoll, 852 F. 2d 84, 
85 (3rd Cir. 1988) や State v. Byrd, 568 So. 2d 554, 560 (La. 1990) 辺りからである
が，児童虐待について検討するような場合に，「child」という用語と芸術や文
学の世界において特別な意味を持つ「erotica」という用語を連結させて表記す
る語法は誤りであると批判し，その代わりに「child (sexual) exploitation imag-
es」というように表記すべきであると指摘する。
158）　See Malamuth, Neil and Mark Huppin, “Drawing the Line on Virtual Child Por-
nography: Bringing the Law in Line with the Research Evidence,” New York Uni-
versity Review of Law & Social Change, Vol. 31, 2007, pp. 800─801; Hessick, supra 
note 6, at 877. 他に，Scheff, supra note 5, at 653─655 参照。なお，こうした調査
の場合にも，回答は匿名で行われているため，回答の真実性が検証され得ない
といった問題点はある。See Hessick, supra note 6, at 877.
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かを調査することを目的としたものである。調査対象は，スイス連邦警察
が2001年から開始した「Genesis 作戦」と呼ばれる児童ポルノ犯罪に関す
る大規模な捜査活動によって逮捕された者のうちルツェルン州（Canton 
of Lucerne）に居住する33人の男子である。年齢は25歳から69歳まで，平
均年齢は39.8歳である。 そして， それぞれの事件記録が基になってい
る159）。調査結果によると，①本研究における児童ポルノ犯罪者というの
は，知的レベルが高かったり，専門的な業種に就いていることが多く，こ
れまでの調査研究で，知的レベルはそれほど高くはなく，収入もそれほど
多くはないとされてきた性犯罪者のイメージとは異なっていた，また，②
事件記録には児童に対する性的いたずらのような「接触型の犯罪」に関す
る証拠はなかったということである。こうした結果から，Frei らは，児
童ポルノ犯罪は必ずしも「接触型の犯罪」と関連しているわけではなく，
その危険因子になっているわけでもない160）と結論づけている。
　本研究に対しては，①調査対象者とは直接的な接触はなされておらず，
事件記録のみに基づいて調査が行われている，②スイスに在住する者のみ
が対象となっているため，この結果をすべての児童ポルノ犯罪者に敷衍す
ることは難しい161）といった問題点が指摘されている。
　次に，Jérôme Endrass らが行った調査研究がある。本研究も，先に触
れたスイス警察が行った「Genesis 作戦」によって児童ポルノ犯罪容疑で
逮捕・起訴された231人の男子を対象として行われたものであるが，こち
らは，再犯の状況として，その後に直接型及び非直接型の性犯罪を起こし
た者の割合を調査したものである。そして，スイス警察のデータベースに
保存されている事件記録等が資料源となっている162）。結論としては，本
研究のような場合，「再犯」の概念を，指標犯罪（index offense）となる
児童ポルノ所持等の後，新たに有罪判決が出され，これが前科として登録
159）　Frei, supra note 1, at 488─492.
160）　Ibid. at 488 and 492─493.
161）　Jones, supra note 10, at 123.
162）　Endrass, supra note 1, at 43─46.
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された場合というように狭義に解するのか，そうではなく，有罪判決が出
された場合の他，捜査や起訴が行われた場合も含むというように広義に解
するのかによっても若干異なってくるが，それでも，①総じて児童ポルノ
犯罪者の大多数は性犯罪の前科を有していないことが判明し，また，②児
童ポルノは直接型の性犯罪に走る危険な因子とはなっておらず，両者の間
に関連性は見出せなかった163）ということが指摘されている。
　なお， 本研究に関しても， 対象者がスイス在住の者に限定されてい
る164）といった問題点が指摘されている。
　また，Michael C. Seto らが行った調査研究がある。本研究は，201人の
児童ポルノ犯罪者が施設から釈放された後の平均して ₂ 年半の間の再犯状
況を調査したものである。201人すべてが男子で，前の犯罪時の年齢は19
歳から76歳まで，平均年齢は38.3歳である。そして，①カナダのオンタリ
オ性犯罪者記録簿（Ontario Sex Offender Registry）及び暴力犯罪者に関
するカナダ全土レベルのデータベースである暴力犯罪連動分析システム
（Violent Crime Linkage Analysis System）から得られた児童ポルノ所持等，
前の犯罪に関する情報と，②カナダ警察情報センター（Canadian Police 
Information Centre）によって運用されている全土レベルのデータベース
にアクセスすることによって得られた，後の犯罪に関する情報が基になっ
ている165）。その結果，①過去に接触型の性犯罪を行った前科を持つ児童
ポルノ犯罪者というのは，性犯罪かどうかに関係なく，再犯を行い易い，
ただし，②児童ポルノに係る犯罪だけで有罪判決を受けた者の場合，その
後，必ずしも，児童に対する性的いたずら等の接触型の性犯罪に発展する
とはいえないと指摘されている。そして，こうした結果は，児童ポルノ犯
罪者というのは，通常，児童に対する性的いたずらに関連した犯罪を行う
163）　Ibid. at 45─48; Jones, supra note 10, at 125.
164）　Ibid. at 126.
165）　Seto, Michael C. and Angela W. Eke, “The Criminal Histories and Later Offend-
ing of Child Pornography Offenders,” Sexual Abuse: A Journal of Research and 
Treatment, Vol. 17, 2005, pp. 203─205; Weissler, supra note 1, at 1514.
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かなり高い危険性を有しているといった認識とは一致しないものであ
る166）とされている。
　もちろん，本研究に対しても，これは公的な記録のみが基礎になってお
り，また，児童ポルノ犯罪で起訴され，あるいは，有罪とされた者のみが
対象となっているため，刑事司法制度とは関係を持つに至らなかった犯罪
者のデータは利用されていないといった限界がある。そのため，実際に
は，児童ポルノ犯罪者というのは，ただ発覚していないだけで，もっと多
くの接触型の性犯罪を行っていると推測することもできるのではない
か167）などの疑問を指摘することはできよう。
　他に，L. Webb らが行った調査研究がある。本研究は，ロンドンで，イ
ンターネットを利用した児童ポルノ犯罪で有罪とされた男子犯罪者120人
と，16歳未満の児童に対して性犯罪を行い，有罪判決を受けた男子犯罪者
90人，合計210人を対象として比較調査が行われたものである168）。その結
果，両者の間には，いくつかの共通点があることが見つかったということ
であるが，一方で，前者の方が年齢は若く，男女間での親密な関係を築く
ことができずにいるといった相違点もあるため，前者の犯罪者は，接触型
の性犯罪に走る高い危険性を当然に有していると飛躍して推定しないよう
にすることが重要である169）と指摘されている。
㈢　両者の関係に関する判例及び議会における証言等
　両者の関係については判例の中でも言及されることがある。例えば，合
衆国最高裁判所は，New York v. Ferber 170）において，児童ポルノというの
は，児童に対する性的搾取や虐待と本質的に関わっている旨を判示してい
166）　Ibid.; Seto, supra note 165, at 207─208.
167）　Ibid. at 208─209; Weissler, supra note 1, at 1514.
168）　Webb. L, J. Craissati, and S. Keen, “Characteristics of Internet Child Pornogra-
phy Offenders: A Comparison with Child Molesters,” Sexual Abuse: A Journal of 
Research and Treatment, Vol. 19, 2007, p. 452 and p. 455.
169）　Ibid. at 460─461 and 463.
170）　458 U.S. 747, 759 (1982).
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る。また，Osborne171）でも，小児性愛者は，児童を性的活動に従事させよ
うと誘い込むために児童ポルノを利用していることを示す証拠がある旨言
及している。他にも，下級審の事例であるが，Byrd 172）では，一般的に考
えて，児童に対して性的な関心を持っている者は児童ポルノを注文した
り，受け取ったりするような偏向的な性質を持っていると考えることがで
きる旨判示されている（前述二㈠ ₁ も参照）。そして，同じく，前述二㈠
₁ で触れた Colbert に関して，最高裁判所は裁量上訴の申立てを却下して
いる173）が，これは，児童に対する性的いたずらと児童ポルノ所持との間
に関係があるとして，前者に関する証拠が後者の容疑で捜索するための
「相当な理由」を構成することを肯定した第 ₈ 巡回区裁判所の判断を少な
くとも完全には否定しないことを明白に示した174）ものと評価されている。
　次に，議会における証言等として，FBI 児童に対する犯罪対策部の Mi-
chael J. Heimbach は，2002年 ₅ 月，下院の司法委員会において，いくつ
かの調査研究や捜査の実例に言及しながら，①児童ポルノ犯罪者と児童に
対して性的いたずらを行う者との間には強固な関係がある，そして，②児
童ポルノの収集と実際に児童に対して虐待行為を行うこととの間にも現実
的かつ強力な関係があるため，これを無視することはできないと，さら
に，③児童に対して性的いたずらを行う者は，児童を成人との間の性的な
関係に従事させるよう誘い込むために，あるいは，児童が持っている性的
な行為に対する嫌悪感を和らげるなどのために，児童ポルノを利用してい
る175）といった証言をしている。また，全米行方不明及び被搾取児童セン
171）　495 U.S. at 111.
172）　31 F. 3d at 1339.
173）　562 U.S. 1223 (2011). なお，Pisegna, supra note 10, at 311─312 は，最高裁判
所は，児童に対する性的いたずらに関する証拠のみで児童ポルノ捜索のための
「相当な理由」を構成するかどうかが問題となっている事例に関する裁量上訴
を認め，前者の証拠は後者の「相当な理由」を構成するということを判示すべ
きであると指摘する。
174）　Westenberg, supra note 22, at 351─352.
175）　Threats Against the Protection of Children, Statement of Michael J. Heimbach, 
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ター（National Center for Missing & Exploited Children）の Ernest E. Allen
と Daniel S. Armagh も，2002年10月，上院の司法委員会において，いく
つかの調査研究や統計，捜査の実例に言及しながら，児童ポルノと児童に
対する性的いたずらとの間には関係がある176）旨の証言を行っている。そ
して，2003年には，議会における Leahy 議員の発言の中で，児童ポルノ
を所持する者と児童に対して性的暴行を行う者との間には重大な関係があ
ることが報告されている177）し，2009年にノースカロライナ州で開催され
た国際シンポジウムでは，児童ポルノ所持と児童に対して接触型の犯罪を
行うこととの間には確実な証拠があるということで意見が一致した178）と
いうことである。
　他に，児童に対する性的いたずらも児童ポルノ所持もともに児童に対し
て大きな害悪をもたらすものであるという点で，両者は深く絡み合ってお
り，区別することは難しい179）とする指摘や，児童ポルノの所持人という
のは受動的に児童ポルノを閲覧しているのではなく，その多くは性的に逸
脱した者であるとし，児童虐待のような直接的な行為を行う可能性が高
い180）とする指摘がある。
Before the Subcommittee on Crime, Terrorism and Homeland Security, Committee 
on the House Judiciary, U.S. House of Representatives, 2002, 2002 WL 844877, pp. 2─
6.
176）　Stopping Child Pornography: Protecting Our Children and the Constitution, 
Hearing Before the Committee on the Judiciary, United States Senate, One Hundred 
Seventh Congress, Second Session, 2002, p. 65 and p. 71.
177）　149 Cong. Rec. S 231, S 243 (daily ed. Jan. 13, 2003)(statement of Sen. Leahy).
178）　Oosterbaan, Andrew G., Report to LEPSG on the ʻGlobal Symposium for Examin-
ing the Relationship Between Online and Offline Offenses and Preventing the Sexual 
Exploitation of Children,ʼ 2009, p. 10, http://www.justice.gov/sites/default/files/
criminal-ceos/legacy/2012/03/19/SymposiumReport20090519.pdf（同）.
179）　Rigler, supra note 3, at 200; Rigler, supra note 3, at 9; Hessick, supra note 6, at 
855.
180）　See Carlson, supra note 6, at 32─33.
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㈣　小　　　括
　以上のように，児童に対する性的いたずらと児童ポルノ所持との関係に
ついては，いくつかの研究がなされているのであるが，必ずしも結論は一
致していない。そもそも，この問題に関する研究はまだ始まったばかりで
あり，児童に対して接触型の犯罪を行う行為とインターネットを通して児
童ポルノを所持するに至る行為との間に関係があるとされても，それは研
究の揺籃期における結論であり，明確な結論を導き出すためには将来にお
ける更なる調査研究が必要である181）という見方がある。さらに，一言で
性犯罪者といっても種々の者がいるのであり，児童ポルノを所持するに至
る背景にも様々なことが考えられる（後述参照），したがって，それぞれ
の背景についての検討が個別になされるまでは，これらの調査研究は「相
当な理由」を肯定するための根拠としては認められるべきではない182）と
いった指摘もある。
　また，それぞれの調査結果の数値や割合にばらつきが見られることを重
視する立場もある。例えば，Jones は，Hernandez や Bourke らによる，
両者の関係を肯定する調査研究にしても，2000年の最初の調査結果では76
％という数字になっているが，その後の調査結果では85％になっている，
逆に，両者の関係を否定する立場であっても，その根拠となっている数値
には若干のばらつきが認められる183）と指摘している。そして，すでに各
箇所でも触れたように，それぞれの調査研究に対して問題点も指摘されて
いる。主な点を再度確認しておくと，①こうした調査研究は，刑事司法制
度に取り込まれた児童ポルノ犯罪者のみを対象として実施されたもので，
児童ポルノ犯罪者全体のごく一部を代表するものでしかないが，その結果
をすべての児童ポルノ犯罪者にまで拡大して適用できるのか184），②こう
181）　Bourke, supra note 2, at 190: Hernandez, supra note 154, at 5.
182）　Weissler, supra note 1, at 1526; Hamilton, supra note 1, at 1724.
183）　Jones, supra note 10, at 128. なお，Hernandez, supra note 137, at 6 及び Bourke, 
supra note 2, at 187 参照。
184）　例えば，Hessick, supra note 6, at 876 や Jones, supra note 10, at 109─110, Wolak, 
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した調査研究というのは，そもそも犯罪者自身の自己報告に基づくもので
あったり，公的な記録に基づくものであるが，操作することが全く不可能
であるということはなく，完全に透明・正確であるということはできな
い185）などである。
　次に，こうした調査研究に対する評価の仕方も区々である。例えば，
Westenberg は，多くの研究者が，児童に対して性的犯罪を行うことと児
童ポルノ所持・閲覧との間には共通した病的状態を見出すことができると
して，両者の間には相互作用があることを認めている。そして，児童に対
して性的いたずらを行う者は，種々の形で児童ポルノを利用しているので
あるから，このことを考えただけでも，児童に対する性的いたずらと児童
ポルノ所持との間には一定の関係があることが示されているといえよう。
とするならば，児童に対する性的いたずらの証拠は児童ポルノ捜索のため
の「相当な理由」を構成すると認め，児童に対する犯罪の規制を強化する
ことは肯定されることになる186）とする。また，Kim も，仮に，まだ児童
に対する性的いたずら等を行っていない者であっても，大量の児童ポルノ
を所持しているということは，その者の実際にそうした行為をしてみたい
という欲望を端的に表しており，その者が児童に対して性的いたずらを行
うような偏向的な性犯罪者（preferential sex offender）であることを示し
ている187），そして，過去に児童虐待や児童に対する性的いたずら等を行
supra note 140, at 31, Seto, supra note 143, at 614, Hernandez, supra note 154, at 
4─5 and 16 等参照。
185）　Weissler, supra note 1, at 1525. 加えて，捜査官は，児童に対する性的いたず
らに関する証拠によって，ある者が児童ポルノを所持しているかどうかが示さ
れることになると主張して，こうした調査研究を選別して利用しているといっ
たことも指摘されている。See Ibid. 解釈の仕方も含めたこれらの問題点につい
ては，Hamilton, supra note 1, at 1703─1710 and 1712─1714 や Beech, supra note 
2, at 223, Pisegna, supra note 10, at 303─304 等も参照。
186）　Westenberg, supra note 22, at 348─349.
187）　また，Lanning, Kenneth V., Child Molesters: A Behavioral Analysis ─ For Pro-
fessionals Investigating the Sexual Exploitation of Children (Fifth Edition), National 
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ったこと，現在行っていること，さらには，将来行う可能性が高いことを
示していると考えられる188）とする。これらの立場は，両者の関係を正面
から肯定するものといえよう。
　また，Gambale は，次のように主張する。児童ポルノを所持している
者が児童に対して性的いたずらを行う強い傾向があることは多くの者が指
摘しているが，一方で，児童に対して性的いたずらを行う者が児童ポルノ
を所持しているということを同様に強く示すような証拠は見当たらない。
しかし，両者の間に関係があることを示す明確な証拠がないからといっ
て，裁判官が両者の間に関係があると推論することが禁じられるべきでは
ない。実際に，児童に対する性的いたずらと児童ポルノ所持というのは性
的な逸脱行為として同じ一つの範疇に分類されることがある189）というの
である。他に，Scheff も，Hernandez らによる Butner 研究等いくつかの
調査研究を例示しながら，接触型の性犯罪と児童ポルノ犯罪との間には相
関関係があることが認められる190）旨言及している。
　その一方で，留保付きで，あるいは，消極的に両者の関係を肯定してい
ると考えられる立場もある。例えば，①これらの調査研究からは，児童ポ
ルノを所持しているということはその者が小児性愛者であることが示され
ており，児童ポルノを所持するに至る前に，多くの者が児童に対して性的
いたずらを行っている可能性を見出すことができる。ただし，このことか
ら直ちに，児童に対する性的いたずらで有罪とされたことが，その者が児
童ポルノを所持していると信じさせるに足りる「相当な理由」を構成して
いるということが示されるわけではない191）とする指摘である。また，②
Center for Missing & Exploited Children, 2010, p. 107 参照。さらに，Ibid. at 79 
によれば，こうした性犯罪者にとっては，児童ポルノというのは，ただ単に閲
覧するというだけではなく，それを収集して保管するということにも大きな価
値があるということである。
188）　Kim, supra note 5, at 2.
189）　Gambale, supra note 13, at 597. なお，Carlson, supra note 6, at 32─33 参照。
190）　Scheff, supra note 5, at 649─653.
191）　See Weissler, supra note 1, at 1511─1512.
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児童ポルノを収集している者は児童に対する性的いたずらを行い易いとい
うことを示す調査研究はあるが，両者の関係は未だ確定しているとまでい
えるようなものではなく， 両者の密接な関係を示す研究は見当たらな
い192）とする指摘も留保付きの立場に分類することができよう。他にも，
③両者の間には関係があるとする調査研究であっても，それぞれの調査研
究が導き出し，関係が存在することを認める根拠としている数値には幅が
認められるのであり，そうであるならば，両者の間に関係があるとする調
査研究であっても，それは決して確定的なものであるとまでは言い切れな
い193）とする見方などもこの立場に属しよう。
　一方で，Weissler のように，これらの調査研究を踏まえた上で，両者の
関係を否定的に評価する立場194）もある。すなわち，児童ポルノを収集・
所持する者は，児童に対する小児性愛的な欲求を満たすためということの
他にも，児童に対する性的いたずらの代用として，あるいは，更なる被害
者をおびき寄せるため，さらには，販売等の商業目的のため，単なる好奇
心や趣味に基づくなど様々な理由から児童ポルノを収集している195）。そ
して，他の性犯罪者とは異なった集団を構成しているのであり，これらの
者を単一の犯罪者集団として整然と分類することはできない。彼らの行動
の背後には様々な種類の動機が隠されていることに注意すべきである。見
192）　See Gambale, supra note 13, at 595.
193）　See Jones, supra note 10, at 128.
194）　Weissler, supra note 1, at 1502─1503, 1505, 1515─1516, 1528 and 1531 & AP-
PENDIX B. Table 8 from Jennifer A. McCarthy, The Relationship Between Child 
Pornography and Child Molestation. なお，Scheff, supra note 5, at 640 and 642 は，
接触型の性犯罪と児童ポルノとの関係は非常に弱いものであり，両者の因果関
係というのは実際にはその存在を証明することは不可能であろうとしながら
も，一方で，Ibid. at 642─649 は，特にインターネットを利用した場合等には児
童ポルノが接触型の犯罪に対して影響力や刺激する力を持っていることは肯定
している。
195）　この点に関しては，Scheff, supra note 5, at 635─639 や Lanning, supra note 187, 
at 89─90 も参照。
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方を変えれば，性犯罪者というのは全く異なった別々の（extremely het-
erogeneous）犯罪者から構成されているのであり，同質のものではない。
特定の一つの集団ではなく，いくつかの異なった集団に分類されるべきで
あるというのである。また，Malamuth も，Seto らによって2005年に公表
された調査研究（前述㈡参照）を引用しながら，児童に対して性的いたず
らを行うことと児童ポルノに関心を持つこととの間に強い因果関係がある
という仮説は証拠によっては証明されていない196）旨を指摘する197）。
　他に，例えば，Gelber は，①児童に対する性的いたずらと児童ポルノ
との間に因果関係（causal connection），あるいは，相関関係（correla-
tion）198）があるかどうかはともかく，児童ポルノを収集することは，それ
196）　Malamuth, supra note 158, at 820.
197）　Hamilton, supra note 1, at 580─581 and 584 は，いくつかの調査研究を基にし
て，児童に対して性的いたずらを行う者は児童ポルノを所持しているのかもし
れないが，児童ポルノを所持している者は総じて児童に対する接触型の犯罪に
走ることは少ないというように評価しているように見える。この立場は，両者
の間に関係があることを認めるのは，「人は，殺人の写真を見たら，人殺しを
するようになる」としてしまうことと同じではないかといった疑問を提起しな
がら，児童に対して性的いたずらを行う者と児童ポルノを所持する者は重なり
合うところはあるが，両者は別々の犯罪者グループであるという前提に立って
いるものと思われる。
198）　なお，Hessick, supra note 6, at 875 は，現在の実証的な調査研究では，児童
に対する性的虐待と児童ポルノ所持との間に因果関係があるという仮説を正当
化することはできない旨を指摘する。続けて，Ibid. at 875─876 では，「causa-
tion」という語を用いながら，児童に対する性的虐待と児童ポルノの閲覧との
間の相関関係と因果関係（causation）とを区別しているように見える。また，
Westenberg, supra note 22, at 347 & note 65 でも，そのような因果関係と，児
童に対する性的いたずらと児童ポルノとの間にある相関関係は別のものである
と考えられているようである。その上で，Ibid. at 349 は，両者の間には，少な
くとも，一般的な意味での相関関係はあるという前提に立っている。また，
Scheff, supra note 5, at 605─606 も，因果関係と相関関係を区別し，（一般的な）
ポルノと性的な活動の間に因果関係が存在することを証明するのは困難である
が，少なくとも，児童ポルノが接触型の性犯罪の指標となるという意味での相
関関係が存在することは認められるとする。このように，因果関係と相関関係
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自体が画像に写っている児童に対して被害を与えており，処罰に値する悪
質な性的搾取の一形態に該当する，そして，②このように児童ポルノを収
集する者こそが，実際に児童に対して性的いたずらを行ったかどうかに関
係なく，更なる児童ポルノの製造を求める声を構成しているとした上で，
児童ポルノの取り引きを規制する法制度というのは，接触型の犯罪者のみ
を処罰するための手段ではなく，画像を取り引きする市場を撲滅すること
によって，より広く児童に対する虐待行為を抑制することにその目的があ
る199）としている。この立場などは，両者の関係については特に留意する
ことなく，児童に対する性的いたずらに関する証拠は児童ポルノ捜索のた
めの「相当な理由」を構成すると解釈する方向につながるものと考えられ
る。
　このように，児童に対する性的いたずらと児童ポルノ所持との関係につ
いては調査研究の結果が区々である上に，これに対する評価の仕方や考え
方にも様々なものがあり，統一的な見解は確立されていないのが現状であ
る。今後の研究の発展が期待されるところである。
四　まとめ─提案されている対応策を含めて─
㈠　若干の検討
　児童に対する性的いたずらに関する証拠が児童ポルノ所持に関する捜索
令状の「相当な理由」を構成するかどうかという問題については，これら
二つの行為の関係をどのように理解するかということが大きな意味を持っ
ていると考えられる。仮に，二つの行為が同じ一つの範疇に属する犯罪で
あると考えることができれば，前者に関する証拠が後者に関する捜索を行
を区別して考える視点は重要であると思われるが，本稿ではそこまでは検討の
対象には加えなかった。他に，Hamilton, supra note 1, at 578 も，（一般的な）
ポルノと性的な暴力行為との関係に関する文脈の中ではあるが，相関関係は因
果関係ではないと指摘する。
199）　Gelber, supra note 6, at 5─6 and at 9.
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うための「相当な理由」を構成すると考えることに大きな障壁はないとい
えるであろう。しかし，両者の行為の性質や関係に関しては，三㈣でも触
れたように，統一的な見解は確立されていないのが現状である。そして，
各巡回区裁判所の考え方も二で触れたように統一されていない。そこで，
Weissler は，やや長くなるが，次のように主張する200）。すなわち，児童
に対する性的いたずらも児童ポルノ所持もともに忌むべき性質を有してい
る犯罪であるが，であるからといって，捜索令状の要件について審査を行
う裁判所が，児童ポルノ所持に関する捜索に必要な「相当な理由」がある
かどうかを判断するに当たって，直観（intuition）や勘（instinct）のみに
頼っていては，広汎に過ぎる捜索になってしまう。前者の犯罪に関する証
拠を収集するための「相当な理由」が，後者の犯罪に関する証拠を収集す
るための「相当な理由」に置き換えられてはならない。近時の調査研究に
よれば，性犯罪者というのは多種多様なものであり，単純には分類するこ
とができない，そして，児童に対して性的いたずらを行う者と児童ポルノ
を所持する者とは別々の犯罪者グループを構成するものであることが分か
ってきている（なお，前述三㈣参照）。こうした点に鑑みれば，接触型の
性犯罪者であるからといって，必ず児童ポルノを所持しているであろうと
推測することはできないということになる。児童ポルノ所持に関して捜索
を行うのであれば，過去の児童に対する性的いたずらに関する証拠以上の
確たる証拠が必要とされるべきである。これら二つの行為の関係が経験的
に立証されたと自信を持って判断できるまでは，裁判所は捜索令状の発付
を控えるべきであろうというのである。同時に，裁判官は，直観や捜査官
が提出した宣誓供述書に頼るのではなく，社会科学の研究結果を重視すべ
きであるとも指摘する。
　重要な指摘であるが，その一方で，Weissler は，「諸事情の総合判断」
テストも重視しているように見える201）。一㈠でも触れたように，現在の
合衆国の捜査実務においては，捜索令状発付の際に必要とされる「相当な
200）　Weissler, supra note 1, at 1524, 1526 and 1527─1529.
201）　Ibid. at 1526.
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理由」の判断・評価に関してはこの基準が採用されている。Gates で示さ
れたこの基準では，治安判事は，宣誓供述書に記載されているすべての事
情を前提として，特定の場所で禁制品や犯罪の証拠が発見される確実な可
能性があるかどうかを，現実的で世間一般の常識に沿った形で判断すべき
であるとされている。ただし，Gambale によれば，この「諸事情の総合
判断」テストにおいては，捜査官は，自らの知見や常識に基づいて検討す
ることが認められていることから，捜査官自身が，個人の権利や社会全体
の安全と，個人の権利を制限する必要性との間のバランスを考慮して，何
を優先すべきか，捜索の時点での最善の判断をすることが許されている。
のみならず，裁判官も捜索の時点でのすべての事情を基にして合理的な推
論を行うことが許されている202）。そこで，少なくとも実際に犯罪者と接
する捜査関係者の認識に基づいて考えるとしたならば，児童に対して性的
いたずらを行うことと児童ポルノを好んで所持・閲覧することとの間に一
定の関係があると評価することは極端に飛躍していることではない（small 
leap）と思われる203）。であるならば，裁判所が，捜索の際のすべての事
情を基にして，常識に沿った現実的な解釈をする場合には，第 ₈ 巡回区裁
202）　See Gambale, supra note 13, at 594. もっとも，裁判官は，宣誓供述書に記載
された内容のみから，当該犯罪に関する捜索令状を発付することが合理的であ
るかどうかを判断しなければならず，供述書に記載されていない事実に関して
は，それがいかに令状発付の目的と強い関係を有するものであっても，検討項
目とすることは許されていない。そこで，二つの犯罪が別々のもので関連して
いないと判断されるのであれば，児童ポルノ所持容疑で捜索するためには，第
₄ 修正によって，児童に対する性的いたずらに関する証拠以外のものが必要と
されることになろう。See Ibid. at 595. 一方，Pisegna, supra note 10, at 313 は，
過去の事例によれば，裁判官は，「相当な理由」の有無について判断する際に
は，捜索令状の請求に当たって宣誓による保証をした捜査官の経験や意見も考
慮しなければならない旨が判示されていると指摘する。
203）　See Kim, supra note 5, at 2. ただし，もちろん，児童に対して性的いたずらを
行う者すべてが，児童ポルノを収集しているということではないし，児童ポル
ノを収集している者すべてが，現実に児童に対して性的いたずらを行うという
ことでもない。See Lanning, supra note 187, at 107.
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判所のように，児童に対して性的いたずらを行うことと児童ポルノを所持
することとの間には直覚的な関係があると判断して，前者に関する証拠を
根拠として「相当な理由」の存在を認め，児童ポルノ所持に関する捜索令
状を発付することは許される204）のではないかと考えられる。児童ポルノ
の捜索に関する「相当な理由」については，このように解釈することによ
って，多くの児童を保護することができると同時に，社会全体の利益を保
護することにもつながる205）のである。もちろん，すでに二㈣でも触れた
通り，捜査官の主観的な主張に過度に依拠することは好ましいことではな
く，この場合であっても，そのように主張するに至った背景を，統計やデ
ータ等客観的な根拠・資料に基づいて記述しておくことが必要とされるべ
きであろう（なお，後述㈡ ₁ 参照）。
　また，Westenberg も次のように指摘している。すなわち，第 ₉ 巡回区
裁判所が，Dougherty において，児童に対して性的いたずらを行っている
とされる者が，実際に児童を自宅に誘い込もうとしていることを示すよう
な証拠があるのであれば，当該事案における諸事情を総合的に判断する考
え方からは，児童ポルノを捜索するための「相当な理由」があると判断す
ることができる旨を示唆している206）ように，「諸事情の総合判断」テスト
によれば，場合によっては，児童に対する性的いたずらに関する証拠が児
童ポルノを捜索するための「相当な理由」になり得る207）というのである。
204）　See Gambale, supra note 13, at 598. ま た，Pisegna, supra note 10, at 310─311 
and 312─313 参照。さらに，Ibid. at 315─316 は，現在の「相当な理由」に関す
る柔軟な考え方によれば，裁判所が，児童に対する性的いたずらに関する証拠
が児童ポルノ捜索のための「相当な理由」を構成するという判断につながるよ
うな十分な関係が二つの行為の間にあると認めることは許されるし，前者の証
拠が後者の「相当な理由」を構成すると考える方が世間一般の常識にも合致し
ている旨を指摘する。
205）　Gambale, supra note 13, at 598 and 599.
206）　Dougherty, 654 F. 3d at 899. なお，ここでは，Colbert 等について言及されて
いる。
207）　Westenberg, supra note 22, at 356. な お，United States v. Gourde, 440 F. 3d 
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㈡　提案されている対応策
　ところで，このように賛否の分かれる問題については様々な角度から検
討しておくことが望ましいと考えられるが，現時点でもすでに次のような
考え方が提案されている。
　 ₁ 　まず，児童ポルノのような児童に対する性的搾取事案に限定して
「緩和された相当な理由（expanded probable cause）」，あるいは，「拡大さ
れた相当な理由（broadened probable cause）」という基準を適用すべきで
ある208）というのである。このように「相当な理由」の概念を拡大すると
いう考え方自体は決して新しいものではなく，すでに薬物犯罪に関連して
捜索令状が発付される場合においては採用されているものである。すなわ
ち，薬物犯罪のような場合には，裁判所は，「相当な理由」の範囲を緩
和・拡大して，宣誓供述人である捜査官のキャリアや訓練内容，犯罪の重
大性，信頼できる統計，犯罪の内容と捜索の対象となっている特定の場所
1065, 1069─1072 (9th Cir. 2006) のように，インターネット上の児童ポルノ・サ
イトに数カ月間会員登録しているだけでも，自宅のパソコンに児童ポルノをダ
ウンロードしていることを疑わせる「相当な理由」を構成しているとされた事
例はある。ただし，捜索のための「相当な理由」を構成するためには，サイト
での会員登録以外にも，過去に児童ポルノに関連する犯罪で有罪判決を受けた
ことや児童ポルノを連想させるようなメールアドレスを使用すること，こうし
た犯罪者は児童ポルノを保管する習慣があるという専門家の見解等，児童ポル
ノに対する個人の性的な関心を代わりに示す付加的・具体的な情報が必要であ
るとする事例が多いことは事実である。See United States v. Shields, 458 F. 3d 
269, 279─280 (3rd Cir. 2006); United States v. Wagers, 452 F. 3d 534, 538─541 (6th 
Cir. 2006); United States v. Lacy, 119 F. 3d 742, 745─747 (9th Cir. 1997); Clancy, 
Thomas K., Digital Child Pornography and the Fourth Amendment, p. 5, http://
www.olemiss.edu/depts/ncjrl/pdf/Clancy,%20Digital%20Child%20Pornography%20
and%20the%204th%20Amendment%2007.14.10.pdf（同）.
208）　Rigler, supra note 3, at 197 や Rigler, supra note 3, at 4 は，児童ポルノという
のは，ただ単に児童の裸体を撮影したものではなく，児童に対する性的虐待の
様子を撮影したもので，児童虐待の一形態であると考えられるのであるから，
より広汎な「相当な理由」に関する基準が適用されるべきであるとする。
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との関係等を考慮して令状を発付することが認められている209）のである。
例えば，第 ₉ 巡回区裁判所では，Nance210）において，容疑者がおとり捜
査官から薬物を購入しようとしたということを示す証拠があり，加えて，
宣誓供述書には，捜査官の経験及び知見からは，薬物の密売人というのは
自宅に在庫としての薬物や薬物犯罪に関連する道具・付属品（parapherna-
lia），武器等を隠していることが多い211）という記述があったことから，武
器等も対象に含めた捜索令状が認められている。ここでのポイントは，宣
誓供述書を提出する捜査官の方で，薬物の取引と密売人が自宅に隠してお
くことが多いとされる薬物や武器等との関係，すなわち，特定の犯罪行為
と捜索される特定の場所や物との関係を明確に説明できているかどうか，
さらには，このことを説明しなければならない212）ということである。そ
の後，多くの裁判所で，裁判官は，犯罪の容疑者というのは自宅に犯罪の
証拠を隠しているものであると推論することができると判示され213），以
後，こうした運用が一般に認められている214）。
209）　See Rigler, supra note 3, at 196 and 209; Rigler, supra note at 3 and 22─23.
210）　962 F. 2d at 862─865. なお，Tringali, supra note 130, at 1000 参照。また，前述
本文二㈣参照。
211）　児童ポルノの場合にも，売り渡す方ではなく，受け取る方についてではある
が，United States v. Lamb, 945 F. Supp. 441, 460 (N.D. N.Y. 1996) において，現
在では，児童ポルノに関連する媒体等を所持することは違法とされているため
に，そもそもこうしたものを収集すること自体が難しくなってきている，そこ
で，仮に，こうした媒体を入手できた際には，愛好家は長期に亘って保管し，
破棄するようなことはしないと判示されたことがある。
212）　See United States v. Pace, 955 F. 2d 270, 277 (5th Cir. 1992); United States v. 
Freeman, 685 F. 2d 942, 949 (5th Cir. 1982); Rigler, supra note 3, at 211; Rigler, su-
pra note 3, at 25.
213）　例えば，United States v. Jones, 994 F. 2d 1051, 1056 (3rd Cir. 1993) や United 
States v. Anderson, 851 F. 2d 727, 729 (4th Cir. 1988), cert. denied, 488 U.S. 1031 
(1989)，Feliz, 182 F. 3d at 83─89, Pace, 955 F. 2d at 272─279 等参照。
214）　近時においても，第 ₆ 巡回区裁判所では，捜査中の当該犯罪の内容，収集す
ることが予定されている証拠の性質，証拠を隠匿する機会の有無といったこと
に基づいて，治安判事は，容疑者と容疑者宅に犯罪の証拠が存在するというこ
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　このような事例をみると，薬物犯罪のような特定の犯罪に関しては，被
告人宅に証拠が存在することを示す直接的な証明がなされていなくても捜
索令状を発付するというように，裁判所が「相当な理由」について緩和し
た解釈を行っていることが分かる。捜査官自身の経験や訓練に基づいた主
観的な情報であっても，それが中立的かつ公平な立場にある裁判官によっ
てなされた常識的な推論と合わさることによって，こうした捜索令状も正
当なものとして評価されている215）ということである。であるならば，児
童を危険に晒し，重大な害悪をもたらす児童ポルノ犯罪のような特定の性
的搾取行為に関連する犯罪の場合にも，同様に「相当な理由」という要件
を緩和・拡大して解釈することが許され，犯罪者が児童に対する性的いた
ずらを行ったという証拠があれば，児童ポルノに対する捜索令状は認めら
れるというように解釈できない理由はないと思われる。そして，社会全体
の規範に照らしてみても正当化されると考えることはできるように思われ
る216）。
　また，このように「相当な理由」の概念を拡大して解釈する考え方につ
いては，最高裁判所も容認していないとは考えられない。というのは，す
でに Terry v. Ohio217）において，第 ₄ 修正に関する考え方について，厳格
かつ絶対的な（rigid all-or-nothing）考え方を採ることには否定的な見方が
示されており，裁判所は「相当な理由」の解釈を緩和するということに全
く不慣れというわけではない218）からである。本判決では，どのような理
由であれば合理的な捜索を構成するのかについては明確な定義は示されて
ととの間には一定のつながりがあると推論することができると判示されてい
る。See United States v. Williams, 544 F. 3d 683, 687 (6th Cir. 2008). また，United 
States v. Savoca, 761 F. 2d 292, 298 (6th Cir. 1985) 参照。
215）　Feliz, 182 F. 3d at 88; Rigler, supra note 3, at 212; Rigler, supra note 3, at 26─27.
216）　See Rigler, supra note 3, at 209, 212 and 214; Rigler, supra note 3, at 22─23, 26─
27 and 28─29; Tringali, supra note 130, at 1000─1001.
217）　392 U.S. 1, 17 (1968).
218）　Rigler, supra note 3, at 215; Rigler, supra note 3, at 29─30; Gambale, supra note 
13, at 585─587.
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はいないが，他方で，「相当な理由」に関して硬直した考え方をしてしま
うと，憲法上の規制手段として警察活動の範囲に限界を設定することの有
効性が低下してしまう219）とされている。そして，法執行官は，自らの経
験に照らし合わせて，ある事実から特定の合理的な推測を行う資格がある
旨220）が判示されているのである。本判決で示された合理性に関する考え
方は，児童に対する性的搾取というような特定の犯罪分野においては「相
当な理由」の考え方を緩やかに拡大することを認めるものである221）とい
えよう。
　もちろん，このように「相当な理由」の解釈を緩和するということは，
捜索令状の発付に当たって捜査機関に白紙委任的な自由を認めるというよ
うに解釈されるべきではない。当然，宣誓供述書には，①「相当な理由」
が存在すると考えるに至った根拠となる，宣誓供述人が受けた訓練の内容
やキャリア，②児童に対する性的搾取行為それぞれの間には強い相関関係
があることを示す統計的なデータの詳細，③これら二つの要件を基にし
て，捜索される場所が特定されるに至った経緯が含められなければならな
い。こうした三つの要件が宣誓供述書に含まれ，さらに，中立的で公平な
立場にある裁判官が常識に沿い，かつ，現実的な視点から評価を行うこと
によって，仮に，直接的な証拠がないとしても，児童ポルノ所持容疑で個
人宅を捜索するための「相当な理由」が認められることになる222）とされ
る。
　なお，このように児童に対する特定の犯罪に限定する形であっても「相
当な理由」に関する解釈を緩和することは，他の犯罪についても同様の解
釈を行うことを認めることにつながる，したがって，特定の犯罪を規制す
るという社会全体の関心が重視されることによって，第 ₄ 修正の起草者が
想定していた，この文言の安全装置としての機能を弱める可能性があるこ
219）　Terry, 392 U.S. at 17.
220）　See Ibid. at 27; Rigler, supra note 3, at 215.
221）　Ibid.
222）　Ibid. at 214; Rigler, supra note 3, at 29.
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とは否定できない。しかし，憲法上保護されている領域への理由のない侵
入については合衆国最高裁判所が一貫して否定していることを合わせて考
えるならば，児童に対して重大な危険をもたらす犯罪に関しては「相当な
理由」の解釈について限定的に緩和することは正当化され得る余地があ
る223）と考えられる。
　 ₂ 　次に，Westenberg もこの問題に関する解決策を提案しているが，
そのうち「相当な理由」に関しては，次のように柔軟な考え方を提示して
いる224）。すなわち，すでに一㈠でも触れたように，「相当な理由」という
のは，現実の特定の状況の中で可能性を認めることができるかどうかとい
うことに依拠する流動的な概念なのであるから225），捜査の際に捜査官が
行う事実に関する判断というのは必ずしも絶対的に正しいものである必要
はなく，ただ合理的なものであることだけが要求される。そして，児童に
対する性的搾取犯罪に関する捜査官の専門的な知見が，第 ₄ 修正の適用に
関する裁判官の法的な認識と組み合わさることによって，児童に対する性
的いたずらの疑いが児童ポルノ捜索のための十分な「相当な理由」を構成
することになるというのである（なお，前述 ₁ 参照）。
　他にも，児童に対する性的いたずらに関する証拠のみでは児童ポルノ捜
索のための「相当な理由」を構成しないと考えられる場合であっても，こ
れが，児童に対する性的いたずらと児童ポルノ犯罪との間の相関関係に関
223）　Rigler, supra note 3, at 215─216; Rigler, supra note 3, at 30─31. また，Rigler, su-
pra note 3, at 216─217 や Rigler, supra note 3, at 32 は，児童搾取に関連する忌む
べき犯罪を撲滅するためには，一定程度のプライバシーの侵害は不可避であ
り，「相当な理由」について，このように限定的に緩和する解釈は公正かつ正
当なものであるとする。
224）　Westenberg, supra note 22, at 355.
225）　もっとも，Pisegna, supra note 10, at 290 は，現在の合衆国の実務がこのよう
な流動的な概念を基準として行われているからこそ，児童に対する性的いたず
らに関する証拠が児童ポルノ所持に関して捜索するための「相当な理由」に該
当するのかどうかという問題に関して，各巡回区裁判所の解釈に混乱が生じて
いるのであるとする。
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する専門家の意見によって補強されることで，児童ポルノ捜索のための
「相当な理由」になる226）と指摘する。このように専門家の意見を利用する
ということについては，第 ₄ 修正が合理性に関する基準としては客観的な
ものを要求していることを考えると，捜査官の主観的な知見だけでは十分
ではないということになり，捜索令状が捜査官の知見のみに基づいている
ような場合には，これを補強するという点で重要な意味を持つ227）と考え
られる。逆に言えば，捜査官は，児童に対して性的いたずらを行う者や児
童ポルノを収集する者の特質等に関して，専門家の意見や分析等も加え
た，詳細かつ徹底した内容の捜索令状請求書を作成できれば，児童に対す
る性的いたずらに関する証拠が児童ポルノ捜索のための「相当な理由」を
構成すると裁判所を納得させることにつながる228）ということである。
　 ₃ 　また，Gambale によれば，現在では，第 ₄ 修正に規定されている
捜索及び押収を行うための「相当な理由」が認められるかどうかを判断す
るに当たっては，「令状に関する条項」よりも，合理性を認めることがで
きるかどうかという「合理性に関する条項」の方に重点が置かれるように
なっている229）ということである。このような視点から第 ₄ 修正との関連
で捜索及び押収の合憲性について判断する際には，当該事案の事情を前提
として，捜索の時点でそれが合理的であると判断できるかどうかというこ
とが重要な意味を持つことになる。そして，この場合には若干の例外が認
められるため， 基準としてはやや緩やかで柔軟性のあるものになる。
Gambale はこのように主張して，「相当な理由」に関する証拠法上の要求
が引き下げられ，児童に対する性的いたずらに関する証拠が児童ポルノ所
226）　Westenberg, supra note 22, at 357.
227）　Ibid. at 357─358.
228）　Pisegna, supra note 10, at 317─318.
229）　See Camara v. Municipal Court, 387 U.S. 523, 535─540 (1967); Terry, 392 U.S. 
at 30─31 and Ibid. at 39 (Douglas, J., dissenting); Gambale, supra note 13, at 584─
587 and 593. 加えて，New Jersey v. T.L.O., 469 U.S. 325, 340─341 (1985) では，す
べての捜索において捜索令状や「相当な理由」が求められるというのではな
く，場合によっては，両方が必要とされないこともある旨判示されている。
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持に関する捜索令状の「相当な理由」になり得る230）としている。
　 ₄ 　なお，実際に捜索が行われ，証拠が収集された場合に，それを認め
るかどうかということに関しては，二で触れたいくつかの事例の中でも言
及されている「善意に基づく例外」という考え方が参考になる。つまり，
捜査官の方で，宣誓供述書の中で二つの行為の関係について明確に記述す
ることができなかったとしても，そのことだけで，捜査官は不合理に，あ
るいは，重大な不注意の下で活動したのであるから，証拠の排除が正当化
されるというように主張することはできない231）ということである。刑事
裁判において証拠を排除するというのは，ある意味では，刑事手続の基本
的な概念に反するものであり，社会に対しても不利益をもたらす232）こと
にもなる。そこで，証拠の排除は，捜査官が宣誓供述書を作成するに当た
って不正を働くとか，思慮を欠いている場合，あるいは，客観的に見て，
「相当な理由」が存在するというように合理的に考えることができないよ
うな場合にのみ許される233）ことになろう。しかし，二で触れたような事
例では，捜査官が宣誓供述書を作成するに当たって，不正を働いたり，思
慮を欠いていたとまで考えることは困難であろう。とするならば，少なく
とも，これらの事例においては「善意に基づく例外」という考え方が適用
されて，収集された証拠は児童ポルノに関する証拠として認められる234）
230）　See Gambale, supra note 13, at 587 and 596. もっとも，このように合理性に重
点を置く考え方・基準に関しては，本文でも触れたように，これには例外が認
められることから，批判的な評価もされており，また，合理性の内容について
は人によって様々な形で定義され得ることから，一つの基準として考えること
はできないという指摘もなされている。See Bookspan, Phyllis T., “Reworking 
the Warrant Requirement: Resuscitating the Fourth Amendment,” Vanderbilt Law 
Review, Vol. 44, 1991, pp. 507─508 and p. 511.
231）　Westenberg, supra note 22, at 358.
232）　See Leon, 468 U.S. at 908; John, 654 F. 3d at 417.
233）　See United States v. Martin, 297 F. 3d 1308, 1313 (11th Cir. 2002); Leon, 468 U.S. 
at 926.
234）　Westenberg, supra note 22, at 358─359. また，Pisegna, supra note 10, at 289─
290, 316─317 and 318 参照。
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と考えることもできるのではないかと思われる。
　 ₅ 　ところで，児童に対する性的いたずらと児童ポルノ所持との間には
違いがあるということを認めないとしたならば，現在，すでに両者を区別
して規定している立法上の土台が揺らいでしまうことになる235）という指
摘がある。すなわち，児童に対する性的いたずらは 18 U.S.C. §2241 (c) で
規制されている。これに対して，児童ポルノ所持というのは同§2252A (a)
(5)(B) で規制されているのである。そして，当然，両者の罪を構成する要
件や科される刑罰の内容も異なっている。これは，議会が，両者は異なっ
た別々の犯罪であると認識していたことを意味しよう。もし，議会が両者
を同じ犯罪であると認識していたのであれば，同一の条文の中で規制し，
罰則を設けるはずであったと考えられる。とするならば，法執行機関が，
児童に対する性的いたずらというある一つの犯罪の証拠を，児童ポルノと
いう全く異なった別の犯罪の証拠を捜索するために利用するのは不適切で
あろうというのである。この点については，確かに，法文上は両者の行為
は別々に規制の対象とされている。ただし，ここでは，法文上の規定の仕
方のみを絶対視するのではなく，立法の趣旨にも注意し，何よりも議会の
基本的な意思は児童の保護にあるということを忘れるべきではないと思わ
れる。議会においても，①児童ポルノというものが存在することによっ
て，児童に対して性的いたずらを行う者や小児性愛者の欲望が促進され，
それに伴って，より一層児童ポルノの製造や頒布が盛んになり，児童が餌
食にされることにつながっていること，そして，②児童に対して性的いた
ずらを行う者は，他の児童を性的な活動に従事させるようおびき寄せるた
めの手段として児童ポルノを利用していることは認められている。つま
り，児童ポルノというのは，児童に対する性的虐待及び性的搾取という忌
むべきサイクルにおいて重要な役割を果たしている236）のである。このよ
うな点に鑑みれば，児童に対する性的いたずらは児童ポルノ所持の容疑で
235）　Jones, supra note 10, at 129─130.
236）　Senate Report, supra note 134, at 2 and 12─13.
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捜索するための「相当な理由」を構成すると解釈することによって議会の
意思は実現され，児童の保護を現実のものにすることにつながる237）とい
えよう。そうでなければ，捜査機関が児童ポルノに対する捜索令状を得る
こと，そして，児童ポルノ犯罪を迅速に捜査することは困難になり，ひい
ては，児童を保護するという社会の機能も阻害されることになるのであ
る。
お わ り に
　児童に対する性的いたずらにしろ児童ポルノ所持にしろ，ともに忌むべ
き行為であることは間違いなく，そのために，捜査機関がこれらの行為を
行う者を同一視して，前者に関する証拠を根拠として後者の捜索を行おう
と模索することは理解できるが，そのために，憲法によって被告人に保障
された権利が侵害されることを認めることはできない238）といった主張も
ある。ここでいう被告人に保障された権利というのは，例えば，住居にお
ける個人のプライバシーの権利等のことであろうと思われるが，こうした
権利は神聖不可侵であると考えられている239）こともあり，尚更厄介な問
題となっているのである。しかし，ここで重要なのは，児童ポルノ等に関
する犯罪を迅速に摘発して，児童を保護する必要性と，憲法によって被告
人に保障されている住居におけるプライバシーの権利との間でどのように
バランスをとるかということであろう240）。この点，児童というのは自分
一人では自身を十分に防御するということはできないにも拘らず，児童ポ
ルノは児童に対して重大な脅威・害悪をもたらしているのである。とする
237）　See Tringali, supra note 130, at 1001─1002.
238）　Jones, supra note 10, at 133.
239）　See Kyllo v. United States, 533 U.S. 27, 37─41 (2001).
240）　See Rigler, supra note 3, at 203; Rigler, supra note 3, at 13. 続けて，Rigler, su-
pra note 3, at 203 は，この際のバランスのとり方に各巡回区裁判所間でブレが
あり，不確かであるために，判断が統一されず，混乱が生じている旨を指摘す
る。
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ならば，ここでは，児童の保護こそが最優先されるべきではないか241）と
考えられる。
　また，被告人は，第 ₄ 修正によって自らに保障された権利が侵害された
として，排除法則に基づいて児童ポルノに関する証拠の排除を求めている
が，この点については，Westenberg の考え方242）が参考になろう。すなわ
ち，排除法則というのは，典型的には，憲法上保障された個人の権利が侵
害された場合に例外的な救済策として機能することが想定されている243）
ものであり，捜査機関によるあらゆる不適切な，あるいは，誤った活動を
防止することや，それらの活動に対する救済策として機能することが予定
されているわけではない。そして，排除法則が存在しているからといっ
て，それは，必ずしも，児童の福祉や社会の安全を犠牲にしてまで司法は
この法則を適用しなければならないということを意味するわけでもない。
本稿で取り上げているような児童の福祉等が関心の中心になっている場合
には，排除法則が適用されるかどうかについて検討する必要はないという
のである。
　現在のようにインターネットが地球規模で発達・普及したことに伴っ
て，物理的な距離の隔たりや国家間の境界はなくなり，児童ポルノ犯罪の
手口や様相は激変している244）。そのため，これまでのような伝統的な捜
査手法では児童を適切に保護することは困難になりつつある。換言すれ
ば，インターネットを利用した児童ポルノ犯罪に対しては，これまでに積
み重ねられてきた第 ₄ 修正に関する先例や解釈の仕方では必ずしも適切に
対応できない245）ということである。本稿で取り上げた，児童に対する性
241）　Rigler, supra note 3, at 214; Rigler, supra note 3, at 28─29.
242）　Westenberg, supra note 22, at 352─354. なお，Davis v. United States, 564 U.S. 
229, 237─238 (2011) 参照。
243）　See United States v. Smith, 196 F. 3d 1034, 1040 (9th Cir. 1999).
244）　例えば，U.S. Department of Justice, The National Strategy for Child Exploita-
tion Prevention and Interdiction: A Report to Congress, 2010, pp. 8─9 参照。
245）　Rigler, supra note 3, at 196 and 216; Rigler, supra note 3, at 2─3 and 31─32. なお，
Clancy, supra note 207, at 1 は，現在のような「デジタル化の時代」において，
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的いたずらに関する証拠が児童ポルノ捜索のための「相当な理由」に該当
するかどうかという問題に関しては，現在の合衆国の捜査実務が Gates に
基づいた「諸事情の総合判断」テストによっているのであれば，これを前
提とする限り，第 ₈ 巡回区裁判所のように，前者に関する証拠が後者のた
めの「相当な理由」に該当すると評価することは不適切ではないと考えら
れる。そもそも，インターネットなどというものがなかった時代における
捜査の在り方や考え方と，インターネット全盛の時代におけるそれとが全
く同じものでなければならないとは考えられない246）。児童に対する性的
搾取事案が増加している現状においては，児童ポルノを捜索するための
「相当な理由」という概念の解釈を緩和するなど，状況の変化に応じた適
切な立法上又は司法上の措置が講じられるべきであり247），そうすること
によって，児童を適切に保護するという社会全体の利益を十分に考慮した
第 ₄ 修正の解釈や運用が大きな問題になっているのは，多くの場合，児童ポル
ノに関連する事案である旨を指摘する。
246）　See Gourde, 440 F. 3d at 1073─1074; Tringali, supra note 130, at 994. また，令状
そのものの必要性に関しても，どのような場合であっても，必ず令状が必要で
あるとすると，刑事司法機関には過度の負担がかかり，令状審査の実務は流れ
作業のようになってしまう可能性がある上に，個人の権利の保障と犯罪の抑止
という二つの目的双方の達成も不可能になってしまう虞がある。とするなら
ば，第 ₄ 修正の価値を破壊してしまうような捜査実務にならないようにするた
めにも， 時として例外的な考え方が必要となることはあると思われる。See 
Sergent, Randolph S., “A Fourth Amendment Model for Computer Networks and 
Data Privacy,” Virginia Law Review, Vol. 81, 1995, p. 1208; Wells, supra note 1, at 
118.
247）　例えば，Pisegna, supra note 10, at 310─312 and 318 は，最高裁判所はこの問
題に関する裁量上訴を認め，判断が分かれている巡回区裁判所に対して統一的
な解釈を示すべきであるとする。なお，Ibid. at 307─310 は，近時の合衆国では
連邦及び州ともに，量刑ガイドラインを見ると，児童ポルノに関連した犯罪の
量刑は一貫して上昇しているが，裁判所が，児童に対する性的いたずらに関す
る証拠のみで児童ポルノ捜索のための「相当な理由」を構成すると判断し，こ
うした捜索令状を正当なものとして肯定するようになっている背景事情として
は，このようなことも影響しているのではないかと指摘する。
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対策が実現されるのである。これは，科学技術の発達に伴って急速に変化
している犯罪が社会全体にもたらす危険を除去するためになし得る策の一
つとして一定の意義がある248）と考えられる。
248）　Wells, supra note 1, at 99; Rigler, supra note 3, at 216; Rigler, supra note 3, at 32; 
Gambale, supra note 13, at 598 and 599; Westenberg, supra note 22, at 360. なお，
Pisegna, supra note 10, at 314─315 参照。
